
発刊にあたって

21 世紀の成熟社会にあって、持続可能な地域社会をより確かなものにしていくには、市民、NPOと
企業、そして行政の三者が協働・連携して共通の社会的公共活動の基盤をつくり、行政に集中してき
た公共活動を地域社会全体で担うかたちに社会システム全体を転換させることが急がれています。し
かし、それはどのようにして実現できるのでしょうか。その変革を支える人材は、誰がどのように育
て磨きあげるのでしょうか。
龍谷大学ではこのような時代的要請に応えて、大学院において職業的教育と研究を内容とする「NPO・

地方行政研究コース」を 2003 年度に開設しました。2012 年ではや 10 年を迎えることになりますが、
このコースでは開設以来、地域社会が求める新たな人材像を、NPOと自治体の双方で協働型社会づく
りの指導的役割を果たすことができる「地域公共人材」と定義しています。そのような人材像に対応
してこのコースでは、一般の学部卒業生と社会人を受け入れるだけでなく、大学と個別の「地域連携
協定」を結んだ自治体と NPOから推薦によって一定数の現職の職員を授業料全額免除で受け入れ、夜
間と土曜日中心の講義の受講によって修士号を認定する制度を設置しています。この制度によって、
自治体と NPOが共通の意識や資質を持つことができるような場を創出しています。
本書は、龍谷大学大学院のNPO・地方行政研究コースにおける特色ある講義科目である「地域リーダ
ーシップ研究」（全国の先端的自治体の首長や NPOの代表等による講演と討議）と「先進的地域政策
研究」（全国の先進的政策を進めている自治体・NPOの責任者からその内容について具体的講演を受
け討議する）の 2011 年度の公開講演と本コース院生による自主シンポジウムをもとに編集し、収録し
たものです。
本号では特に、広域・巨大・複合大災害となった東日本大震災の支援活動など関連企画を 3本掲載

しました。その他、自治体リーダーたちの最前線のとりくみ、さらに仏教と公共性に関する熱い議論
も掲載しています。恒例となった院生自主シンポジウムをふくめ、いずれの講演・討論も多様な主体
がクロスオーバーしつつ社会を変える新たな社会的しくみ、政策とそれを支える思考への示唆に富ん
だ模索が語られています。おそらく NPO・地方行政研究コースがめざす「地域公共人材」の具体的な
姿は、こうした試みの先に見えてくるものと確信します。その意味でも、例年にひきつづき、本書が
21 世紀分権時代の市民自治と持続可能な地域社会実現の方向性を示唆する資料として活用されること
を願うものです。

NPO・地方行政研究コース　運営委員長

 　大矢野　修
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